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　本事務所ニュースでは、民法（債権関係）改正
に関する法律案の内容をご紹介する定期連載を
しているところ、今回は、「請負」に関する主要な改
正事項をご紹介させていただきます。請負に関し
ても、判例法理を明文化する改正の他、現行法の
ルールが実質的に変更される改正が予定されて
います。紙幅の関係で、全てをご紹介することは難
しいため、いくつかの改正点に焦点を当ててご説
明させていただきます。

１　注文者が受ける利益の割合に応じた報酬

　　判例法理1を明文化し、当該法理の適用範囲
を仕事完成前に解除がされた場面にも広げる
ものです。また、解除権の行使が報酬請求を妨
げないことも明らかになりました。なお、ここにい
う「注文者の責めに帰することができない事由」
には、当事者双方の責めに帰することができな
い事由によって履行不能となった場合だけでな
く、請負人の責めに帰すべき事由によって履行
不能となった場合も含まれます。

２　仕事の目的物が契約の内容に適合しない
場合の請負人の責任

　（１）仕事の目的物が契約の内容に適合しない 
　  場合の請負人の責任
　　現行民法634条は、請負人の担保責任とし
て、仕事の目的物に瑕疵があった場合におけ
る注文者の修補請求権と、損害賠償請求権
を定めていましたが、改正民法においては、当
該規定は削除されます。改正民法においては、
「瑕疵」の概念を「契約の内容に適合しない」

という表現に改めた上で、売買の担保責任の
規定を他の有償契約に準用する形をとってい
ます。すなわち、修補請求権と損害賠償請求
権については、目的物の種類・品質に関する
契約不適合を理由とする買主の権利を定め
た改正民法562条から564条までの規定が
559条を介して請負契約にも準用されることに
より認められることになります。

　（２）仕事の目的物が契約の内容に適合しない
　  ことを理由とする解除
　　現行民法635条は、本文で「仕事の目的物
に瑕疵があり、そのために契約をした目的を達
することができないときは、注文者は、契約の
解除をすることができる」と定めて、瑕疵担保
責任に基づく注文者の解除権を認めつつ、た
だし書で「建物その他の土地の工作物につい
ては、この限りでない」と定めて、注文者による
解除に一定の制限を加えていました。

　　今般の改正法案において、現行民法635条
は削除されますが、特に重要なのは、本条た
だし書の削除です。本条ただし書の解釈につ
いては、従前から議論があり、判例は、建築請
負の目的物に重大な瑕疵があるために建て
替えざるを得ない場合には、注文者は建替費
用相当額の損害賠償を請求することができる
としています（最判平14年9月24日判時1801号
77頁）。瑕疵の程度によっては解除を認めた
場合と同様の負担を請負人が負うべき場合が
あることを認めているのです。もっとも、本条た
だし書の趣旨2を踏まえると、土地工作物に重
大な瑕疵があるものの、なお何らかの利用価
値がある場合には、当該判例の射程は及ば
ず、このような場合に本条ただし書を形式的に
適用すれば、解除は認められないことになりま
す。

　　しかし、改正法案においては、仕事の目的
物が土地工作物の場合でも、瑕疵のために契
約目的を達成することができない場合には、解
除の一般原則に従って解除を認めるべきであ
ると考えられたため、本条ただし書は削除され
ることとなりました。
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（改正民法634条）【新設】
　　次に掲げる場合において、請負人が既にした
仕事の結果のうち可分な部分の給付によって
注文者が利益を受けるときは、その部分を仕事
の完成とみなす。この場合において、請負人は、
注文者が受ける利益の割合に応じて報酬を請
求することができる。 

一　注文者の責めに帰することができない事由に
　よって仕事を完成することができなくなったとき。 

二　請負が仕事の完成前に解除されたとき。
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1 最判昭56年2月17日判時996号61頁：「建物その他土地の工作物の工事請
負契約につき、工事全体が未完成の間に注文者が請負人の債務不履行
を理由に右契約を解除する場合において、工事内容が可分であり、しかも
当事者が既施工部分の給付に関し利益を有するときは、特段の事情のな
い限り、既施工部分については契約を解除することができず、ただ未施工
部分について契約の一部解除をすることができるにすぎない」として既施
工部分についての報酬請求権を認めている。

2　本条ただし書は、土地工作物を目的とする請負において解除を認めると、
請負人はその工作物を除去しなければならず、請負人にとって過大な負
担となることや、何らかの価値がある土地工作物が除去されれば、社会経
済的な損失も大きいことを根拠とすると理解されています。
3　最判平4年10月20日民集46巻7号1129頁。

（改正民法636条）
　　請負人が種類又は品質に関して契約の内容に適合しない
仕事の目的物を注文者に引き渡したとき（その引渡しを要しな
い場合にあっては、仕事が終了した時に仕事の目的物が種類
又は品質に関して契約の内容に適合しないとき）は、注文者は、
注文者の供した材料の性質又は注文者の与えた指図によっ
て生じた不適合を理由として、履行の追完の請求、報酬の減
額の請求、損害賠償の請求及び契約の解除をすることができ
ない。ただし、請負人がその材料又は指図が不適当であること
を知りながら告げなかったときは、この限りではない。

（改正民法637条）
１　前条本文に規定する場合において、注文者がその不適合を
知った時から１年以内にその旨を請負人に通知しないときは、
注文者は、その不適合を理由として、履行の追完の請求、報酬
の減額の請求、損害賠償の請求及び契約の解除をすることが
できない。 

２ 前項の規定は、仕事の目的物を注文者に引き渡した時（その引
渡しを要しない場合にあっては、仕事が終了した時）において、
請負人が同項の不適合を知り、又は重大な過失によって知ら
なかったときは、適用しない。

３　請負人の担保責任の制限

　　現行民法636条の規定内容を基本的に維持した上で、規
定の表現ぶりを改めるものです。

４　目的物の種類又は品質に関する担保責任の期間制限

　　現行民法637条では、請負人の担保責任の存続期間を定
めていたところ、改正民法においても存続期間を定めている
点は変わらないものの、内容が実質的に変更されます。主な
変更点は以下のとおりです。

　（１）期間の起算点の変更
　　現行民法においては、「引渡しの時（引渡しを要しない
ときは仕事が終了した時）」とされていましたが、改正民法
においては「仕事の目的物が契約の趣旨に適合しないこ
とを知った時」に変更されています。

　（２）注文者が期間内にすべき行為の内容
　　現行民法においては、注文者は、権利を保全するため
に、「売主（請負人）に対し、具体的に瑕疵の内容とそれに
基づく損害賠償請求をする旨を表明し、請求する損害額
の算定の根拠を示すなどして、売主（請負人）の担保責任

を問う意思を明確に告げる」3必要があると解されていたと
ころ、改正民法においては、「請負人に対し、仕事の目的物
が種類又は品質に関して契約の内容に適合しない事実
を通知する」ことで足りることになります。

　（３）請負人の悪意・重過失がある場合における期間制限の
　  排除
　　請負人に悪意・重過失がある場合には、上記の期間制
限は適用されません。改正法案で新設された規定です。

５　仕事の目的物である土地工作物が契約の内容に適合し
　ない場合の請負人の責任の存続期間（現行民法638条
　の削除）

　　現行民法638条1項は、土地工作物が仕事の目的物であ
ったときに、請負人が負う担保責任について特に長期の存続
期間を定めていましたが、改正民法においては、当該規定は
削除されます。

　　土地工作物については引渡し又は仕事の終了から相当
な期間が経過した後に瑕疵が発見されるという場合が少な
くないことから、注文者を保護するために、担保責任の存続
期間を特に長く定めるというのが、現行民法638条1項の趣
旨でした。しかしながら、上記４（１）で見たとおり、改正民法に
おいては、注文者が契約の趣旨に適合しないことを知った時
が請負人の担保責任の存続期間の起算点となります。そう
すると、契約不適合の事実が注文者に明らかになっている
以上、長期の制限期間を設ける必要性は乏しいと考えられ
たことが改正の理由です。

　　また、土地工作物が滅失・損傷した場合に、その時点から
１年という短期の存続期間を定めていた現行民法638条2項
は、改正民法637条と同趣旨の規定となるため、改正民法に
おいて削除されています。




